
企業再生支援機構について 資料２－２

１．組織
○官民共同出資の株式会社（資本金201億円）
○28年3月31日※までの時限組織。

（※ 24年3月の法改正までは 26年10月）

短期集中的に業務を行う時限組織

（※ 24年3月の法改正までは、26年10月）

○役職員数176名（24年9月1日現在）
民間ファンド、事業再生ビジネス等民間
ビジネスを育成する土壌を整備

２ 目的

地域の金融機関の収益力強化

２．目的
○地域経済の再建
○地域の信用秩序の基盤強化

地域経済の再建に資する中堅・中小企業

地域住民の生活インフラを提供している企業

（主な事例）・県境をまたがる案件

３．対象

○「有用な経営資源」を有しながら「過大な債務」を負って
いる「中堅事業者、中小企業者その他の事業者」
（平成24年3月の法改正で原則として大規模事業者（資本金5億円以上かつ

短期集中的な事業再生

（主な事例） 県境をまたがる案件
・メガバンクが関わる案件

（平成24年3月の法改正で原則として大規模事業者（資本金5億円以上かつ
従業員1,000人を超える事業者）を除外）

４．再生の進め方

○支援決定から３年以内に業務完了 短期集中的な事業再生

国民負担が発生しないよう支援基準に

○支援決定から３年以内に業務完了
25年3月31日までに支援決定
（大臣認可を受けた事業者は25年9月30日まで）

○外部有識者を含む、公正・中立な企業再生
企業再生支援委員会が事業性の見込みを判断 照らして判断企業再生支援委員会が事業性の見込みを判断

○債権者調整、出融資、経営人材の派遣等の総合的な支援
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企業再生支援機構の支援機能
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経 資 が 務

金融機関等
有用な経営資源を有しながら過大な債務を負っている

中堅事業者、中小企業者その他の事業者
有用な経営資源を有しながら過大な債務を負っている

中堅事業者、中小企業者その他の事業者
債権

※101億円のうち、5億円は農林中金が機構へ直接出資。 2



機構による再生支援の進め方

持ち込まれた案件について、事業者査定結果を踏まえ、事業再生計画を検討
支援決定後は債権者調整、モニタリング等を通じて、事業者の再生を支援

再生支援過程（原則３年以内）
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概ね2か月程度（実務上）

定定

支援決定後、貸付け、債務保証、専門家派遣、助言が可能

撤
回
撤
回 ※※22 ※※22

概ね2か月程度（実務上）

【厳格な機密保持】 3か月以内（法定）

※2 支援決定時と同様、決定前に、主務大臣への意見照会を行う※1  内閣総理大臣（金融担当大臣）、総務大臣、財務大臣、
厚生労働大臣、経済産業大臣

・・・企業再生支援委員会が決定・・・機構の主たる業務
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企業再生支援機構の実績

支援案件数 ２８案件（うち支援完了 ８件（青字） 平成２４年１１月１日時点）支援案件数： ２８案件（うち支援完了：８件（青字）、平成２４年１１月１日時点）

【支援スキーム】

経営人材の派遣：２１案件

債権買取： １６案件

機構による出資： １２案件

機構による融資： ９案件

北海道（1件）
⑨㈱岸本医科学研究所等

山形県（1件）

青森県（1件）
㉑㈱ダイマル等

宮城県（1件）機構による融資 案件

機構による保証： ７案件

【企業規模】
群馬県（2件）
⑦㈱宮津製作所
㉘医療法人真木会

福島県（2件）
⑧会津乗合自動車㈱等

山形県（1件）
⑩藤庄印刷㈱

宮城県（1件）
㉒㈱ヤマニシ

中小企業 ： １１案件

中堅・大企業：７案件

医療法人 ：９案件 千葉県（1件）
③セノー㈱等

㉘医療法人真木会 ⑧会津乗合自動車㈱等
⑪（財）大原綜合病院

石川県（1件）
㉓医療法人白銀会

学校法人 ：１案件

東京都（6件）
①㈱日本航空等
②㈱ウィルコム

③セノ ㈱等
㉔医療法人社団惠仁会

福井県（1件）
⑫芝政観光開発㈱

島根県（1件）
⑲㈱室崎商店

岡山県（1件）
㉗医療法人盛全会

②㈱ウィルコム
⑤医療社団法人全人会
⑮ヤマギワ㈱
⑰コロナ工業㈱
⑳㈱グランビスタホテル
＆リゾート

神奈川県（2件）
④医療法人養生院

㉖医療法人社団三

大阪府（2件）
⑬㈱アーク
⑭医療法人博悠会

⑲㈱室崎商店
㉗医療法人盛全会

＆リゾート㉖医療法人社団三
栄会

静岡県（1件）
⑥㈱富士テクニカ等

沖縄県（1件）
⑯沖創建設㈱等

和歌山県（1件）
⑱ジョイパック㈱

愛媛県（1件）

㉕学校法人
山本学園
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